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要　　　求　　　書

　地方自治の確立にむけた貴職のご尽力に敬意を表します。

　自治労は、第80回定期大会を開催し、昨年決定した2008－2009運動方針に基づく中間総括を踏まえ、むこう１年の当面する諸課題に対する取り組み方針を決定いたしました。

　この方針に基づき、下記の事項について要求しますので地方自治と地方分権を推進する立場に立って、その実現に努力されるよう要請します。同時に自治体に働く労働者の権利と労働条件の改善のための施策の推進を求めます。

記

(１)　地方分権の推進、少子・高齢社会への対応にむけ、安定した地方財政の確立をはかること。とくに、消費税・所得税などの基幹税を中心とした税源移譲により地方税財源の充実・強化をはかること。また、道路特定財源は早期に一般財源化をはかり、地方への税源移譲を行うこと。

(２)　地方交付税については、現行の地方交付税制度が果たしている財源保障と財政調整機能を強化し、必要額の確保をはかること。

(３)　自治体財政健全化法の運用にあたっては、必要なサービスの確保を優先し、国の関与を最小限にとどめ、自治体の自主性・主体的な財政健全化を基本とすること。

(４)　地方分権改革推進委員会が「第一次勧告」で勧告した、国から地方、都道府県から市町村への権限移譲に見合った税財源の移譲・充実をはかること。また、国の出先機関の見直しについても、行政体制のスリム化のみを目的とすることなく、権限・財源の国から地方への本格的な移譲を実現すること。

(５)　医療、福祉、環境などの自治体が担っている公共サービスについては、安心、信頼の地域生活の基盤であることを踏まえ、ナショナルミニマムとしての質と水準の確保にむけ、国および地方自治体の責務のもと財源措置を講じること。地域医療の基幹的役割を担っている公立病院に対し、その役割と機能が十分に果たせるよう医師確保および財政措置等を含めた積極的支援措置を講じること。

(６)　介護人材の不足が深刻化していることから、介護労働者の賃金改善と社会的地位を向上させ、人材の育成と定着をはかること。

(７)　公共サービス分野の規制改革については、公共サービスの質と水準の維持・向上を基本とすること。とりわけ、自治体における市場化テストの導入については、自治体の自主的判断に委ねること。

(８)　ＩＬＯ94号条約（公契約）の趣旨を踏まえ、社会的公正や公正労働基準の実現に資する自治体公契約条例の制定を促進するための環境整備をはかること。あわせて、ＩＬＯ94号条約を批准すること。

(９)　自治体における賃金確定については、労使の自主交渉を尊重し、国の画一的助言や干渉にわたる指導を行わないこと。また、地域民間給与水準への準拠の徹底という政策をあらため、地方公務員法第24条第３項の趣旨を踏まえた労使の自主的交渉の結果を尊重すること。とりわけ技能労務職員と企業職員の給与については、労使交渉で決定する権利を尊重し、不当な介入を行わないこと。

(10)　民間の所定労働時間の実態を踏まえ、自治体職員の所定勤務時間を週38時間45分、一日７時間45分に短縮すること。

(11)　人事院が「非常勤職員の給与に関する指針」を発出したことを踏まえ、自治体の臨時・非常勤等職員について、雇用の安定と賃金・労働条件の改善にむけ取り組むこと。

(12)　総人件費改革にむけた定員管理については、一律的な定員純減や新たな目標の設定などを自治体に強要・干渉しないこと。また、公社・事業団等については、自治体の使用者責任を明確にし、雇用保障を確立するよう自治体に助言すること。

(13)　公務員制度改革にあたっては、労働基本権を確立し、分権型社会にふさわしい民主的な公務員制度・地方公務員制度となるよう、労働組合との交渉・協議を行うこと。

(14)　自治体職場における男女平等を促進するとともに、自治体の男女平等参画施策の拡充を進めること。
以　　上　　
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